
                                                                                                       

　み　な　し　共　同　事　業　に　係　る　明　細　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和5年3月31日現在

会社名

甲　株式会社
住所又は所在地

長崎市△△町123-4

応答者の氏名

ビル名等

450.00㎡

共用床面積
専用床面積

事業所床面積 非課税床面積

3人 17人
みなし共同事業に係る

貴社の家屋面積及び従業者数

みなし共同事業に係る
家屋の所在地

長崎市魚の町4番1号

差引床面積 従業者数

桜町ビル

備考

135.00㎡
585.00㎡ 100.00㎡

申告者
(特殊関係者を有する者)

○○株式会社

区分
資産割

℡（　095-***-****　）

485.00㎡

128.00㎡

0人 12人

10人

合 計

143.00㎡

95.00㎡

10.50㎡

123.50㎡

経理部　○○

℡（　　095-***-****　　）

差引人数非課税者数

従業者割

15.00㎡ 9人

20人

長崎市●●町678-9

資産割免税点判定 1,175.00㎡ 従業者割免税点判定

乙　株式会社

長崎市□□5丁目6-66

株式会社　丙　長崎営業所

60.00㎡

18.00㎡

35.00㎡

10人10人

1人

15.00㎡

364.00㎡ 28.00㎡ 336.00㎡ 12人

57人

108.50㎡

み
な
し
共
同
事
業
に
係
る
家
屋
に
所
在
す
る
特
殊
関
係
者

28.50㎡

長崎　太郎

長崎市▲▲町1234

280.00㎡

110.00㎡

長崎市◇◇町789

株式会社　丁

33.00㎡

84.00㎡

78.00㎡ 6.00㎡ 72.00㎡ 8人 2人 6人

45.50㎡ 0.00㎡ 45.50㎡ 3人 0人 3人

0人
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・この明細書は、地方税法第 701条の 32第 2項の規定により共同事業とみなされる事業を行う場合に特殊関係

者を有する方が記載し、事業所税の申告書（第 44号様式）に添付して提出してください。 

・この明細書は、みなし共同事業に係る事業所等の所在する家屋ごとに作成してください。 

・みなし共同事業の対象となる事業所用家屋が市内に複数存在する場合は、それぞれの明細の合計欄を合算し

て、免税点判定を行ってください。 

・特殊関係者を有する方に係る算定期間の末日現在の内容を記載してください。 

算定期間末日現在の内容を記載して

ください。 

特殊関係者を有する方が

申告してください。 

家屋内に同族会社が所

在している家屋につい

て記載してください。 

みなし共同事業に関

する家屋の面積と従

業者数のみを記載く

ださい。別棟の建物に

ついては合算しない

でください。 

同一家屋内に所在す

る同族会社について

記載ください。 

共用床面積は建物で共用している床面積に専用床面

積の割合を乗じて計算してください。 

共用床面積の計算については、9ページを参照くださ

い。 

専用床面積と共用床

面積の和 

事業所床面積から非課税床

面積を差引いてください。 

非課税に該当する従業

者数を記載ください。 

非課税については、18

ページを参照くださ

い。 

従業者数から非課税

者数を差引いてくだ

さい。 

非課税に該当する床

面積について記載く

ださい。 

非課税については、18

ページを参照くださ

い。 

 

令和 6 年 3 月 31 日現在 

記載例 


